
１　決算規模等 （単位：千円、％） ２　決算の特徴
項　　目 H27 H26 増　　減

歳入総額 45,167,270 44,208,314 958,956
歳出総額 44,421,483 43,478,184 943,299
形式収支 745,787 730,130 15,657
翌年度繰越財源 130,217 234,008 △ 103,791
実質収支 615,570 496,122 119,448
地方債残高 54,917,679 57,076,327 △ 2,158,648
財調基金残高 7,742,860 6,790,584 952,276
減債基金残高 7,891,092 7,254,656 636,436
経常収支比率※ 93.2 94.3 △ 1.1
実質赤字比率 0.0 0.0 0.0
連結実質赤字比率 0.0 0.0 0.0
実質公債費比率 8.5 9.8 △ 1.3
将来負担比率 0.0 5.5 △ 5.5
※経常収支比率は分母に臨財債・減税債を含めたもの。

３　歳入・歳出の状況 （単位：千円）

歳　　入 H27 H26 増　　減 備　　考
市税 7,142,470 7,156,449 △ 13,979 自主財源
使用料等 2,905,218 2,670,877 234,341 10,047,688
地方交付税 19,295,612 19,465,234 △ 169,622
譲与税等 1,918,128 1,319,258 598,870 依存財源
国庫支出金 6,088,520 5,267,130 821,390 35,119,582
県支出金 3,060,322 2,902,866 157,456
地方債 4,757,000 5,426,500 △ 669,500

歳入合計 45,167,270 44,208,314 958,956

歳出（性質別） H27 H26 増　　減
人件費 8,052,789 8,082,601 △ 29,812 義務的経費
扶助費 7,344,374 7,345,618 △ 1,244 22,883,527
公債費 7,486,364 8,398,505 △ 912,141

投資的経費 6,316,829 6,364,427 △ 47,598
投資的経費
      6,316,829

物件費 5,764,889 5,670,444 94,445 その他の経費
補助費等 2,268,591 1,833,753 434,838 15,221,127
その他 7,187,647 5,782,836 1,404,811

歳出合計 44,421,483 43,478,184 943,299

◎平成27年度普通会計決算の概要（決算統計・財政健全化判断比率より）

（２）歳出においては、人件費は退職者数の増による退職金が207,452千円増加したものの、職員数の減少により職員給が
178,650千円、地方公務員共済組合等負担金が84,359千円減少したことが主な要因となり総額では29,812千円減少した。扶助費
は臨時福祉給付金給付事業、子育て世帯臨時特例給付金給付事業等の減により1,244千円の微減となった。公債費は償還元利
金等の減により912,141千円減少した。また、投資的経費は、蒲江統合小学校施設整備事業、道路新設改良交付金事業等に増
があったものの、常備消防施設整備事業、歴史資料館建設事業等の大幅な減により47,598千円減少した。その他の経費は、貸
付金は減少したものの、物件費、補助費等、繰出金及び積立金の増加により1,934,094千円増加した。
　上記要因等により、歳出全体では943,299千円の増額となった。

（３）地方債残高及び基金残高においては、地方債残高が6,915,647千円の元金償還に対し、4,757,000千円の新規発行となった
ため2,158,648千円の減少となった。基金残高は財政調整基金に952,276千円、減債基金に636,436千円を積み増すことができ
た。なお、合併以降、財政調整基金及び減債基金の取崩しは行っていない。

（１）歳入においては、地方債が消防防災施設等整備事業債、歴史資料館建設事業債等の減により前年と比較して669,500千円
減少した。国庫支出金は、社会資本整備総合交付金、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金等の増により821,390千円
増加した。地方交付税は、基準財政需要額の算定に係る補正係数、単位費用等の見直し及び合併算定替の縮減開始により
169,622千円減少した。地方税は個人住民税が増加したものの、法人税及び固定資産税が84,114千円減少したことにより、全体
で13,979千円減少した。また、使用料等はふるさと寄附金が274,292千円増加したことが主な増加要因となり、全体で234,341千円
増加した。
　上記要因等により、歳入全体としては958,956千円の増額となった。

※普通会計には、一般会計、飲料水供給事業特別会計及び土地区画整理事業特別会計（一部）が含まれます。

※それぞれの項目で端数処理しているため、数値が決算書と一致しない場合があります。
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